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Ⅰ 決算のポイント 
 
１．各会計の歳出決算規模 

 
 
【一般会計】 定額減税補⾜給付⾦や住⺠税⾮課税世帯等⽀援給付⾦等の物価⾼騰対策事業を実施したほ

か、扶助費や人件費等の義務的経費が増加したことなどにより決算額が増加 
 

【特別会計】 競輪事業における GⅠ全⽇本選抜競輪をはじめレース開催に伴う経費の増加や後期⾼齢者医療
における保険給付費の増などにより決算額が増加 

 
【企業会計】 病院事業における人件費や物価⾼騰に伴う経費等の増加や、下水道事業における総合地震対策

などの再整備事業やストックマネジメント事業の進捗に伴い決算額が増加 
 
 
２．主な取組み 
 
▶ 活⼒みなぎる『しごとづくり』 
・北部地域の活性化に向け、地域住⺠と共に土地利用計画図（案）の作成

や、事業手法を取りまとめた豊橋新城スマートＩＣ（仮称）周辺土地利
用計画を作成 

・産業人材の育成を支援するため、生産性向上に資する知識やスキルを習
得するための講座等の提供や、人材育成に関する相談窓口の開設、学び
の意識を醸成する交流の場を創出 

 

3,990 万円 
 
 

3,797 万円 

 
▶ 選ばれ集う『ひとの流れづくり』 
・ＪＲ東海の「推し旅」と連携し、「モンスターハンター」やアニメ「負け

ヒロインが多すぎる！」といったＩＰコンテンツによる市内の装飾や周
遊イベント等を実施するとともに、事業者と連携し新たな観光需要を創
出 

・豊橋市へ愛着を持つ人のさらなる増加や認知度の向上を図るため、「だも
んで豊橋が好きって言っとるじゃん！」などの豊橋市を舞台にした作品
や住みます芸人等を活用し、市内外に向けて本市の情報を発信 

2,268 万円 
 
 
 

1,315 万円 

区 分 6 年度決算額 ① 5 年度決算額 ② 差引(①－②) 伸 率 

一般会計 1,511 億 6,371 万円 1,444 億 2,983 万円 67 億 3,387 万円 4.7％ 

特別会計 819 億 9,706 万円 710 億 4,711 万円 109 億 4,996 万円 15.4％ 

企業会計 673 億 2,914 万円 653 億 6,247 万円 19 億 6,667 万円 3.0％ 

計 3,004 億 8,991 万円 2,808 億 3,941 万円 196 億 5,050 万円 7.0％ 
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▶ 笑顔あふれる『子育て・教育環境づくり』 
・小中学校及びくすのき特別支援学校（小・中学部）の児童生徒を対象に

学校給食費を半額軽減するとともに、食物アレルギー等で給食を喫食し
ていない児童生徒の保護者に対し半額軽減相当額を助成 

・市内全校に校務支援員を配置するとともに、教員の事務負担を軽減し、
子どもたちと向き合う時間を確保するため教員業務支援員を小中学校 27
校に配置 

 
 

7 億 3,205 万円 
(うち軽減額 7 億 2,050 万円) 

 
1 億 1,423 万円 

▶ 持続可能で暮らしやすい『都市空間づくり』 
・市⺠の移動を確保する手段の一つとして、自動運転バスの将来的な社会

実装をめざし、豊橋駅周辺市街地を周遊するルートにおいて実証走行を
実施 

・地域防犯力向上のため、防犯カメラを 250 台設置するとともに、自治会
等が設置した防犯カメラの維持管理費用を助成 

 

3,502 万円 
 
 

399 万円 
 

 
▶ 物価高騰対策  総額 72 億 1,337 万円（うち一般財源 3 億 8,050 万円） 
【物価高騰対策に係る主な事業】 
・物価⾼騰における市⺠の経済負担の緩和や消費活動の活発化などの社会

経済活動に寄与するため、低所得世帯への給付金の給付や、所得税・住
⺠税の定額減税及び定額減税補⾜給付金の給付を実施 

・物価⾼騰の影響を受ける事業者や市⺠への支援として、プレミアム付電
子商品券「TOYOPay」を発行（プレミアム率：30%） 

・飼料価格の⾼騰が続く畜産農家への支援として、配合飼料価格安定制度
積立金を助成 

 

 
65 億 9,948 万円 

(うち減税額 16 億 5,000 万円) 
 

2 億 7,118 万円 
 

3,177 万円 
 
 

 
３．主な財政指標等 ※ 詳しくは、12P〜14P を参照 

 
▶ 経常収⽀⽐率 ※ 市税など経常的な収入に対する、人件費など経常的な支出に使用された一般財源の割合 

91.9％（R5︓90.0％、1.9 ポイント増加） 
 

・扶助費や人件費のほか繰出金が増加したことなどにより 1.9 ポイント増加 
 
▶ ６年度末地⽅債現在高  

一般会計 990 億 7 百万円（５年度末︓985 億 8 百万円、+4 億 99 百万円） 
全会計合計 1,495 億 85 百万円（５年度末︓1,503 億 62 百万円、△7 億 77 百万円） 

 
・一般会計の地⽅債現在⾼は、市⺠⽂化会館整備事業に係る借入れなどにより 3 年ぶりに増加 
・全会計合計では 21 年連続の減少 

 
▶ ６年度末財政調整基⾦現在高  

62 億 1 百万円（５年度末︓81 億 69 百万円、△19 億 68 百万円） 
 

・積立：剰余金処分 14 億 30 百万円、利子積立 40 百万円 
・取崩：34 億 38 百万円 
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▶ 健全化判断⽐率  
いずれも早期健全化基準を下回る 

 
・実 質 赤 字 比 率：赤字無し （R5：赤字無し） 
・連結実質赤字比率：赤字無し （R5：赤字無し） 
・実 質 公 債 費 比 率：   5.7％ （R5： 5.1％、0.6 ポイント増加） 
・将 来 負 担 比 率：  27.5％ （R5：27.1％、0.4 ポイント増加） 

  

Ⅱ 一般会計決算の状況 
 
１．決算収支 

実質収⽀は 15 億 5,763 万円（△12 億 9,247 万円） 
 
 ・形式収支（歳入歳出の差引額）は 21 億 1,542 万円 

・形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は 15 億 5,763 万円  
・財政調整基金への繰入れは 7 億 8,000 万円（実質収支の 1／2 を下らない金額） 

 
 

区 分 6 年度決算額 ① 5 年度決算額 ② 差引(①－②) 
歳入決算額 A 1,532 億 7,913 万円 1,477 億７,383 万円 55 億 0,530 万円 
歳出決算額 B 1,511 億 6,371 万円 1,444 億 2,983 万円 67 億 3,387 万円 
形式収⽀ C (A-B) 21 億 1,542 万円 33 億 4,399 万円 △12 億 2,857 万円 

繰越財源 D 5 億 5,779 万円 4 億 9,389 万円 6,390 万円 
実質収⽀ E (C-D) 15 億 5,763 万円 28 億 5,010 万円 △12 億 9,247 万円 
財政調整基⾦へ繰入 7 億 8,000 万円 14 億 3,000 万円 △6 億 5,000 万円 

 
 
 
○ 決算収⽀イメージ 
 

歳入決算額 
1,532 億 79 百万円 

 
 
 

歳出決算額 
1,511 億 64 百万円 

 
 
 
 
  

実質収⽀ 15 億 58 百万円 

形式収⽀ 21 億 15 百万円 

 

1/2 を下らない額 
財政調整基⾦繰入 

7 億 80 百万円 
 

繰越財源 
5 億 58 百万円 

 
次年度 

補正予算財源 
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２．歳入 
○ 歳入款別決算                                               （単位︓千円） 

区 分 ６年度決算額 ① ５年度決算額 ② 差引(①－②) 伸率 
市 税 64,883,224 66,142,894 △ 1,259,669 △ 1.9% 
 市 ⺠ 税 25,572,051 26,923,697 △ 1,351,646 △ 5.0% 
  個 人 22,085,038 23,600,891 △ 1,515,853 △ 6.4% 

法 人 3,487,013 3,322,806 164,207 4.9％ 
固定資産税 28,746,319 28,667,016 79,302 0.3% 

軽⾃動⾞税 1,211,845 1,160,921 50,924 4.4% 

市 たばこ税 2,502,512 2,561,298 △ 58,785 △ 2.3% 

鉱 産 税 111 136 △ 26 △ 18.8% 

入 湯 税 10,015 1,234 8,781 8.1倍 

事 業 所 税 2,811,047 2,795,870 15,177 0.5% 

都市計画税 4,029,325 4,032,721 △ 3,396 △ 0.1% 

地 方 譲 与 税 1,389,600 1,417,046 △ 27,446 △ 1.9% 
利 ⼦ 割 交 付 ⾦ 34,160 25,167 8,993 35.7% 
配 当 割 交 付 ⾦ 700,217 522,157 178,060 34.1% 
株式等譲渡所得割交付⾦ 930,148 537,133 393,015 73.2% 
法 人 事 業 税 交 付 ⾦ 1,616,552 1,218,553 397,999 32.7% 
地 方 消 費 税 交 付 ⾦ 9,640,377 9,187,687 452,690 4.9% 
⾃ 動 ⾞ 取 得 税 交 付 ⾦ 18,290 2,458 15,832 7.4倍 
環 境 性 能 割 交 付 ⾦ 356,589 307,748 48,841 15.9% 
国有提供施設等所在市助成交付⾦ 4,079 3,999 80 2.0% 
地 方 特 例 交 付 ⾦ 2,184,130 496,179 1,687,951 4.4倍 
地 方 交 付 税 2,270,990 1,329,223 941,767 70.9% 
交通安全対策特別交付⾦ 46,478 53,031 △ 6,553 △ 12.4% 
分 担 ⾦ 及 び 負 担 ⾦ 245,958 271,206 △ 25,248 △ 9.3% 
使 ⽤ 料 及 び ⼿ 数 料 2,763,000 2,822,247 △ 59,247 △ 2.1% 
国 庫 ⽀ 出 ⾦ 30,370,137 30,345,559 24,578 0.1% 
県 ⽀ 出 ⾦ 11,355,815 11,144,804 211,011 1.9% 
財 産 収 入 264,113 778,462 △ 514,349 △ 66.1% 
寄 附 ⾦ 543,210 353,899 189,311 53.5% 
繰 入 ⾦ 5,030,895 3,560,592 1,470,303 41.3% 
繰 越 ⾦ 1,913,995 3,540,100 △ 1,626,105 △ 45.9% 
諸 収 入 6,625,094 4,867,585 1,757,508 36.1% 
市 債 10,092,081 8,846,100 1,245,981 14.1% 

合  計 153,279,132 147,773,830 5,505,303 3.7% 
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▶ 市税  
648 億 8,322 万円（△12 億 5,967 万円、△1.9％） 

 
 ・市税全体の収入率：98.0％（＋0.1 ポイント） 
           現年度分：99.4％（増減なし）、滞納繰越分：26.0％（△2.1 ポイント） 

・個人市⺠税：220 億 8,504 万円（△15 億 1,585 万円、△6.4％）  
国の施策である定額減税の影響により減収 

・法人市⺠税：34 億 8,701 万円（＋1 億 6,421 万円、＋4.9％） 
コロナ禍からの経済の回復や自動車産業の車両生産回復等により増収 

・固定資産税：287 億 4,632 万円（＋7,930 万円、＋0.3％） 
評価替えによる家屋分の減はあったものの、積極的な設備投資による償却資産の増に
より増収 

・市たばこ税：25 億 251 万円（△5,879 万円、△2.3%） 
健康志向の⾼まりから売渡本数が減少 

・入 湯 税：1,002 万円（＋878 万円、＋8.1 倍） 
対象施設の営業日の通年化等により増収 

 
 

▶ 地⽅特例交付⾦ 
21 億 8,413 万円（+16 億 8,795 万円、+4.4 倍） 

 
・定額減税の影響による市税の減収分として交付される個人住⺠税減収補てん特例交付金が皆増 
 

 
 
▶ 地⽅交付税 

22 億 7,099 万円（+9 億 4,177 万円、+70.9%） 
 

・普通交付税：16 億 2,985 万円（＋9 億 4,031 万円、＋2.4 倍） 
・特別交付税：6 億 4,114 万円（＋146 万円、＋0.2%） 

 
 
▶ 寄附⾦ 

5 億 4,321 万円（+1 億 8,931 万円、+53.5%） 
 
・ふるさと寄附金が増加 
・一般寄附が減少 

 
 
▶ 繰⼊⾦ 

50 億 3,090 万円（+14 億 7,030 万円、+41.3%） 
 
・職員退職手当基金繰入金や財政調整基金繰入金などが増加 
 
 

▶ 市債 
100 億 9,208 万円（+12 億 4,598 万円、+14.1％） 

 
・市⺠⽂化会館整備や公営住宅整備に係る借入れなどが増加 
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３．歳出 
 
 
（１）目的別（款別）決算 

（単位︓千円） 
区 分 ６年度決算額 ① ５年度決算額 ② 差引(①－②) 伸 率 

議 会 費 631,217 626,820 4,397 0.7% 
総 務 費 17,193,490 12,563,332 4,630,158 36.9% 

⺠ ⽣ 費 63,638,656 62,018,322 1,620,334 2.6% 
衛 ⽣ 費 17,280,826 17,053,797  227,029 1.3% 
労 働 費 267,731 261,355 6,376 2.4% 
農林水産業費 2,053,149 2,021,135 32,015 1.6% 
商 工 費 3,403,501 2,947,109 456,391 15.5% 
土 木 費 15,225,764 14,774,365 451,398 3.1% 

消 防 費 3,777,216 3,385,493 391,723 11.6% 
教 育 費 17,620,782 18,317,647 △ 696,865 △ 3.8% 
災 害 復 旧 費 176,597 459,881 △ 283,284 △ 61.6% 
公 債 費 9,894,779 10,000,578 △ 105,799 △ 1.1% 

合  計 151,163,709 144,429,835 6,733,874 4.7% 
 

▶ 総務費 
171 億 9,349 万円（+46 億 3,016 万円、+36.9％） 

 
・国の施策である定額減税に伴う定額減税補⾜給付金給付に係る経費が皆増 
・定年延⻑制度による２年に１度の職員退職手当の支給者数の増に伴い職員退職手当が増加 
 

 

▶ ⺠⽣費 
636 億 3,866 万円（+16 億 2,033 万円、+2.6％） 

 
・障害福祉サービス等給付費や児童手当給付費が増加 

 

▶ 教育費 
176 億 2,078 万円（△6 億 9,687 万円、△3.8%） 

 
  ・市立⾼等学校整備事業が増加 

・美術博物館整備事業に係る経費の皆減や小中学校校舎等⻑寿命化改良事業が減少 
 

▶ 災害復旧費  
1 億 7,660 万円（△2 億 8,328 万円、△61.6%） 

 
・令和５年度の台風２号に伴う大雨により被害を受けた河川水路等の復旧費などが減少 
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（２）性質別決算 

                                            （単位︓千円） 
区 分 ６年度決算額 ① ５年度決算額 ② 差引(①－②) 伸 率 

 人 件 費 23,627,297 21,049,842 2,577,455 12.2% 
扶 助 費 42,571,142 39,398,851 3,172,291 8.1% 

公 債 費 9,894,779 10,000,578 △ 105,799  △ 1.1% 
義 務 的 経 費 76,093,217 70,449,271 5,643,946 8.0% 

 補 助 事 業 8,539,684 9,646,704 △ 1,107,021 △ 11.5% 
単 独 事 業 13,320,957 12,022,312 1,298,645 10.8% 
災 害 復 旧 費 176,597 459,881 △ 283,284 △ 61.6% 

投 資 的 経 費 22,037,237 22,128,897 △ 91,660 △ 0.4% 

補 助 費 等 14,455,027 13,460,497 994,530 7.4% 
繰 出 ⾦ 14,222,449 14,002,202 220,247 1.6% 
そ の 他 24,355,778 24,388,968 △ 33,190 △ 0.1% 

合  計 151,163,709 144,429,835 6,733,874 4.7% 

▶ 人件費  
236 億 2,730 万円（＋25 億 7,745 万円、＋12.2％） 
 
・会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給開始や、人事院勧告を踏まえた給料表の引き上げ、

定年延⻑制度による２年に１度の職員退職手当の支給者数の増により全体として増加  
▶ 扶助費  

425 億 7,114 万円（＋31 億 7,229 万円、＋8.1％） 
 

・障害福祉サービス等給付費や児童手当給付費が増加【⺠生費】 
・住⺠税⾮課税世帯支援給付金給付事業費が減少【⺠生費】 

 

▶ 投資的経費  
220 億 3,724 万円（△9,166 万円、△0.4％） 
 

・補 助 事 業：駅前大通二丁目地区第一種市街地再開発等事業に係る経費が皆減【土木費】 
       ごみ処理施設整備等事業費が皆増【環境費】 
・単 独 事 業：美術博物館整備事業に係る経費が皆減【教育費】 
       市立⾼等学校整備事業に係る経費が増加【教育費】 

 

▶ 補助費等 
144 億 5,503 万円（＋9 億 9,453 万円、＋7.4％） 

 
・定額減税補⾜給付金の給付に係る経費が皆増【総務費】 
 

▶ 繰出⾦ 
142 億 2,245 万円（＋2 億 2,025 万円、＋1.6％） 

 
・後期⾼齢者医療特別会計繰出金が増加【⺠生費】 
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Ⅲ 特別会計決算の状況 
  
１．各会計の歳出決算規模 
 

・特別会計の決算状況は以下のとおり 
 
 

区 分 ６年度決算額 ① ５年度決算額 ② 差引(①－②) 
競輪事業 364 億 4,286 万円 266 億 4,361 万円 97 億 9,924 万円 
国⺠健康保険事業 325 億 6,587 万円 326 億 1,745 万円 △ 5,157 万円 
総合動植物公園事業 19 億 2,969 万円 18 億 9,229 万円 3,740 万円 
公共駐⾞場事業 2 億 1,082 万円 1 億 0,460 万円 1 億 0,622 万円 
⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦
貸付事業 

1,369 万円 1,691 万円 △ 322 万円 

後期⾼齢者医療 108 億 3,413 万円 97 億 7,224 万円 10 億 6,188 万円 
計 819 億 9,706 万円 710 億 4,711 万円 109 億 4,996 万円 

 
※ 各特別会計の歳入歳出決算（見込）は、「Ⅵ 参考資料」に掲載 

 
 
 
２．各会計の主な内容 
 
（１）競輪事業 

 
▶ 主な取組み 

 
・第４０回読売新聞社杯全日本選抜競輪（GⅠ）、普通競輪（FⅠ・FⅡ）を開催 
・普通競輪では、デイ・ナイター・ミッドナイト及びモーニング競輪を開催 
・大型映像装置を更新するとともに、北駐車場改修工事を実施 
 

▶ 単年度収⽀   
19 億 3,116 万円（+4 億 9,787 万円、+34.7％） 

 
  ・特別競輪の開催やミッドナイト競輪をはじめとした普通競輪の売上金が増加（+96 億 4,591 万

円、+37.4％） 
 
 
▶ 一般会計への繰出⾦  

10 億 2,000 万円（＋4 億 2,000 万円、＋1.7 倍） 
 
  ・小中学校の環境整備事業等へ充当 
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（２）国⺠健康保険事業 
 

▶被保険者数、保険給付費の減少 
 
・被保険者の 75 歳到達による後期⾼齢者医療制度への移行等により、被保険者数は 5.0％減の

63,526 人 
・1 人当たり医療給付額は増加したものの、被保険者数は減少したため、保険給付費は 1.0％減の 

215 億 3,448 万円 
 

 
▶ 国⺠健康保険税収⼊ 

68 億 2,530 万円（＋5,909 万円、＋0.9％） 
 
・税率改定や収納率の向上により、保険税収入は増加 
・現年度分収納率は、0.13 ポイント増の 94.61％ 

 
 
（３）総合動植物公園事業 

 
▶ 主な取組み 

 
・動物園開園 70 周年事業として台北動物園の保全センター⻑を招聘し、シンポジウムの開催及び職

員研修を実施 
・登録博物館に認定されたことで、社会教育施設としての認知度が向上 
・ゾウの群れ飼育と繁殖の推進のため、新ゾウ舎整備に伴う実施設計を実施 
・駐車場不⾜と周辺地域の渋滞緩和のため、⻄第二駐車場の拡張整備を実施（令和７年４月利用開

始） 

・動植物に関する情報発信と来園者の利便性向上のため、無料 Wi-Fi エリアを拡大 
・愛知県指定の希少野生動物種であるアカハライモリ（渥美種族）の生息状況調査を行い、市内で

約 50 年ぶりに再発見 
 

▶ 年間⼊園者数 
97 万 1,290 人（＋4,501 人、＋0.5%） 
 
・令和 6 年８月８日に発表された「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」の影響を受けた

が、春・秋の季節イベントが引き続き盛況だったことや、令和 7 年 3 月に行った国道 23 号バイ
パス全線開通記念のこども入園無料キャンペーン効果もあり、入園者数は歴代 3 番目に多い
971,290 人 

 
 
（４）後期高齢者医療 

 
▶ 被保険者数、保険給付費の増加 

 
・⾼齢化の進行により、前年度と比較して被保険者数は 3.3％増の 56,765 人 
・保険給付に係る医療給付費負担金は 0.8％増の 38 億 3,400 万円 

 
 
▶ 後期高齢者医療保険料収⼊ 

54 億 2,250 万円（＋8 億 4,743 万円、＋18.5％） 
 
・現年度分収納率は前年同率の 99.65％ 
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Ⅳ 企業会計決算の状況 
  
１．決算収支 
 

・3 会計の合計で、歳入 673 億 1,189 万円に対し歳出は 673 億 2,914 万円で、歳入歳出の差引額は 
△1,725 万円 

・収益的収支（税抜き）は、水道事業及び下水道事業会計は９年連続で⿊字を確保した一⽅、病院事
業会計は平成 26 年度以来 11 年ぶりに赤字となった 

 
 
○ 収益的収⽀（税抜き）の状況 

区 分 ６年度収⽀状況 ① ５年度収⽀状況 ② 差引(①－②) 
水道事業 2 億 9,640 万円 2 億 1,428 万円 8,212 万円 

下水道事業 2 億 9,550 万円 3 億  247 万円 △696 万円 

病院事業  △6 億 0,260 万円 16 億 4,399 万円 △22 億 4,658 万円 

計 △1,069 万円 21 億 6,074 万円 △21 億 7,143 万円 
 
※ 各企業会計の歳入歳出決算（見込）は、「Ⅵ 参考資料」に掲載 

 
 
 
２．各会計の主な内容 
 
（１）水道事業 
 
▶ 主な取組み 
 

・水道管耐震化事業：重要給水施設へつながる基幹管路及び配水支管の耐震化を実施 
・配水管整備事業：老朽管路・漏水多発管路の更新を実施 
・水道施設整備事業：⾼山配水場場内整備工事などを実施するとともに、小鷹野浄水場の中央監視

設備更新にかかる官⺠連携可能性調査に着手 
 

▶ 収⽀の状況 
 

・収益は 4.0％増。使用水量が増加したことにより、給水収益が 0.6％増となったことに加え、小池
給水所跡地を売却したことによる特別利益により増 

・費用は 2.7％増。人件費、受水費、減価償却費などで増 
・収益的収支（税抜き）は 2 億 9,640 万円で 18 年連続の⿊字 
・当年度未処分利益剰余金のうち、建設改良積立金に 3 億 900 万円を積み立て、資本金に 11 億

3,500 万円を組み入れた後の繰越利益剰余金は 4 億 980 万円 
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（２）下水道事業 
  
▶ 主な取組み 

 
・拡張事業：⽜川（⽜川⻄部）及び橋良（柳生川南部）地区の汚水管渠の整備並びに下水道未普及

地域の東三ノ輪地区を下水道法及び都市計画法に基づく事業計画へ追加 
・再整備事業： 

〔総合地震対策〕船町幹線管渠や鍵田ポンプ場の耐震化を実施 
〔ストックマネジメント〕老朽管渠の更生工事や鍵田ポンプ場の電気設備改築を実施 

・バイオマス利活用センターで汚泥 20 万 4,722 ㎥及び生ごみ 1 万 4,105t を受け入れ、634 万
kWh を売電 

 
▶ 収⽀の状況 
 

・収益は 0.9％増。一般会計負担金や⻑期前受金戻入の増加により増。下水道使用料は 0.1％増 
・費用は 1.1％増。資産減耗費が減少したものの、動力費や減価償却費の増加により増 
・収益的収支（税抜き）は 2 億 9,550 万円で 9 年連続の⿊字 
・当年度未処分利益剰余金のうち、建設改良積立金に 2 億 1,000 万円を積み立て、資本金に 3 億

8,000 万円を組み入れた後の繰越利益剰余金は 15 億 2,802 万円 
 
 
 
（３）病院事業 

 
▶ 主な取組み 

 
・地域連携の強化と国が進める医療ＤＸに対応するため、病院総合情報システムを刷新 
・⾼度急性期機能のさらなる充実を図るため、ＩＣＵの⾼機能化などの救急体制の強化及び患者の

療養環境改善を目的とする病床再編に向けた改修工事に着手 
・外来化学療法を推進するため、外来治療センター改修工事に向けた実施設計を実施 

 
▶ 収⽀の状況 
 

・入院患者１人当たりの診療単価の増及び外来患者数の増により、医業収益が 1.0％増 
・新型コロナウイルス感染症の陽性患者等の受け入れのため確保した病床に対する県補助金の減に

より、医業外収益が 23.4％減 
・人件費の増加や、⾼額な抗がん剤等の使用増加による材料費の増加等により、医業費用が 5.0％

増 
・収益的収支（税抜き）は 6 億 260 万円の赤字 
・当年度未処分利益剰余金のうち、資本金に 21 億 7,101 万円を組み入れた後の繰越利益剰余金は 6

億 6,613 万円 
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Ⅴ 財政指標・健全化判断⽐率等の状況 
  
１．財政指標 
 
（１）経常収⽀⽐率 【算出式：経常経費充当一般財源÷経常一般財源収入×100】 

前年度より 1.9 ポイント増加 
 

・経常経費充当一般財源：扶助費や人件費が増加 
・経常一般財源収入：普通交付税や地⽅消費税交付金などが増加 
・経常一般財源収入は増加したものの、経常経費の増加により経常経費充当一般財源も増加したこ

とから、経常収支比率は前年度の 90.0％から本年度 91.9％へと 1.9 ポイント増加 
 

 
○ 普通会計※の財政指標 

区 分 
６年度 ５年度 ４年度 

豊橋市 中核市 
平均 豊橋市 中核市 

平均 豊橋市 中核市 
平均 

経常収⽀⽐率    （％） 91.9 ― 90.0 93.2 89.4 92.3 

市⺠１人当たり 
地方債現在⾼    （千円） 270 ― 267 369 268 375 

市⺠１人当たり 
財政調整基⾦残⾼ （千円） 17 ― 22 31 25 30 

 

※ 普通会計 … 会計区分が異なる自治体の財政状況を比較するため、統計上統一的に用いられる会計区分 
 
 
 
（２）地⽅債現在高 

一般会計は増加。全会計においては 21 年連続で減少 
 

・一般会計の地⽅債現在⾼は、市⺠⽂化会館の整備に係る借入れなどにより 3 年ぶりに増加 
・全会計合計では 21 年連続の減少 

 
 

○ 地方債現在⾼ 
区 分 ６年度末 ① ５年度末 ② 差引(①－②) 

一 般 会 計 990 億 0,701 万円 985 億 0,785 万円 4 億 9,916 万円 

特 別 会 計 20 億 8,498 万円 20 億 5,270 万円 3,228 万円 
企 業 会 計 484 億 9,319 万円 498 億 0,179 万円 △13 億 0,860 万円 

合 計 1,495 億 8,518 万円 1,503 億 6,235 万円 △7 億 7,717 万円 
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（３）財政調整基⾦現在高 
6 年度末現在⾼は、前年度より 19 億 68 百万円の減の 62 億 1 百万円 

 
・積 立：前年度の剰余金処分として 14 億 3,000 万円を積み立て 
・取 崩：投資的事業推進のため 34 億 3,844 万円を取り崩し 
・現在⾼：62 億 51 万円（△19 億 6,846 万円） 

 
 

○ 財政調整基⾦現在⾼ 

６年度末 
現在⾼ 

６年度中の増減額 ５年度末 
現在⾼ 剰余⾦処分 

積⽴額 利⼦積⽴額 取崩額 

62 億 51 万円 14 億 3,000 万円 3,998 万円 34 億 3,844 千円 81 億 6,897 千円 
 
 
 
２．健全化判断⽐率等 
 
（１）健全化判断⽐率  

全ての指標において早期健全化基準を下回る 
 
 

○ 健全化判断⽐率                                               （単位︓％） 

指標名 ６年度 ５年度 早期健全化基準 
(本市における基準) 財政再⽣基準 

実質⾚字⽐率 － － 11.25  20.0  
連結実質⾚字⽐率 － － 16.25  30.0  

実質公債費⽐率 5.7  5.1  25.0   35.0  
将来負担⽐率 27.5  27.1  350.0   －  

 
・ 実質赤字比率   ： 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 
・ 連結実質赤字比率 ： 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不⾜額）の標準財政規模に対する比率  
・ 実質公債費比率  ： 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 ・ 将来負担比率   ： 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 
 

▶ 実質公債費⽐率 
5.7%（0.6 ポイント増加） ※3 か年平均 

 
・標準財政規模が増加するとともに公営企業の元利償還金などの減少により単年度の値は 0.1 ポイ

ント改善したものの、令和３年度の値に比べ令和６年度の値が⾼かったため、過去 3 か年平均値
は 0.6 ポイント増加 

 
 

▶ 将来負担⽐率  
27.5%（0.4 ポイント増加） 

 
・標準財政規模が増加するとともに将来負担額についても減少したものの、財政調整基金などの将

来負担額や標準財政規模から控除される基金残⾼や、普通交付税の基準財政需要額に算入される
臨時財政対策債の償還額が減少したことなどにより、0.4 ポイント増加 
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（２）資⾦不⾜⽐率 
各公営企業会計の資⾦不⾜は⽣じていない 

 
○ 資⾦不⾜⽐率                                                （単位︓％） 

会計名 ６年度 ５年度 経営健全化基準 
水道事業会計 － － 

20.0  
下水道事業会計 － － 
病院事業会計 － － 
総合動植物公園事業特別会計 － － 

 
・ 資金不⾜比率 ： 公営企業ごとの資金不⾜額の事業規模に対する比率 
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